
JP 5585833 B2 2014.9.10

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）及びウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）を含有する
樹脂組成物を接着剤として用いたことを特徴とする研磨布紙。
【請求項２】
　前記ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）が、ポリオキシアルキレンとポリイソシアネートと
を反応させて得られたものである請求項１記載の研磨布紙。
【請求項３】
　前記水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）１００質量部に対して、前記ウレタン系会
合型増粘剤（Ｂ）を０．０１～３質量部の範囲で含有する樹脂組成物を用いたものである
請求項１又は２記載の研磨布紙。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、乾燥硬化時に発泡が抑制でき、硬化性が良好なフェノール樹脂組成物に関し
、さらには該樹脂組成物を接着剤として用いた研磨布紙に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水溶性レゾール型フェノール樹脂は、研磨布紙用接着剤として広く使用されている。研
磨布紙用接着剤としては他に、エポキシ樹脂等が使用されているがレゾール樹脂は砥粒保
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持力や耐熱性に優れており、高い研削性が得られる特長を有する。
【０００３】
　通常、研磨布紙は紙や布等の基材に接着剤を塗布し、砥粒を静電塗布または重力塗布に
より基材に付着させて乾燥硬化して固定し、さらに接着剤を塗布して製造される。これら
の接着剤の塗布工程では、接着剤中の水分等の揮発成分を乾燥させながら硬化する必要が
あり、低温から段階的に温度を上げる等の対策がとられている。短時間で乾燥硬化を終了
させ生産性を向上するため、処理温度を上げると接着剤中の水分等が急激に揮発するため
、発泡して樹脂強度が低下し、基材から砥粒が脱落しやすくなり研削性の低下につながる
問題があり、処理温度の大幅なアップは困難であった。
【０００４】
　この発泡を抑制するする方法として、高沸点化合物を添加して水分の乾燥時の発泡を抑
制する方法が提案されている（例えば、特許文献１参照。）。しかしながら、高沸点溶剤
を添加する方法では、発泡を抑制するために高沸点溶剤の添加量が多くする必要があり、
硬化性の低下や、硬化後に硬化物中に高沸点溶剤が残留して硬化物の物性が低下するとい
う問題があった。
【０００５】
　また、リン酸トリエステルを添加して水分の乾燥時の発泡を抑制する方法が提案されて
いる（例えば、特許文献２参照。）。しかしながら、硬化後に硬化物中にリン酸トリエス
テルが残留して硬化物の物性が低下するという問題があった。
【０００６】
　そこで、研磨布紙の接着剤として用いることができ、高い処理温度でも発泡が抑制でき
、硬化性も良好な材料が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－３４３４７２号公報
【特許文献２】特開２００９－１２６９５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明が解決しようとする課題は、研磨布紙の製造効率を高めるため、高い処理温度で
乾燥硬化させても乾燥硬化時に発泡が抑制でき、良好な硬化性を有するフェノール樹脂組
成物及びそれを接着剤として用いた研磨布紙を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、水溶性レゾール型フェノール樹脂にウレタン系
会合型増粘剤を添加することで、高い処理温度でも発泡が抑制でき、良好な硬化性が得ら
れることを見出し、本発明を完成した。
【００１０】
　すなわち、本発明は、水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）及びウレタン系会合型増
粘剤（Ｂ）を含有することを特徴とするフェノール樹脂組成物及びそれを接着剤として用
いた研磨布紙に関する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明のフェノール樹脂組成物は、乾燥硬化時の処理温度を高くしても発泡が抑制でき
、良好な硬化性を有するので、研磨布紙用接着剤として好適に用いることができる。また
、塗料、砥石、積層板、繊維強化プラスチック等への適用も可能である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明のフェノール樹脂組成物は、水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）及びウレタ
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ン系会合型増粘剤（Ｂ）を含有するものである。
【００１３】
　前記水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）は、フェノール又はその誘導体（ａ１）と
、アルデヒド又はその誘導体（ａ２）とを反応させて得られるものである。
【００１４】
　前記フェノール又はその誘導体（ａ１）としては、例えば、フェノール；ｏ－クレゾー
ル、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール等のクレゾール；２，３－キシレノール、２，４－
キシレノール、２，５－キシレノール、２，６－キシレノール、３，４－キシレノール、
３，５－キシレノール等のキシレノール；ｏ－エチルフェノール、ｍ－エチルフェノール
、ｐ－エチルフェノール等のエチルフェノール；イソプロピルフェノール、ブチルフェノ
ール、ｐ－ｔ－ブチルフェノール等のブチルフェノール；ｐ－ペンチルフェノール、ｐ－
オクチルフェノール、ｐ－ノニルフェノール、ｐ－クミルフェノール等のアルキルフェノ
ール；フルオロフェノール、クロロフェノール、ブロモフェノール、ヨードフェノール等
のハロゲン化フェノール；ｐ－フェニルフェノール、アミノフェノール、ニトロフェノー
ル、ジニトロフェノール、トリニトロフェノール等の１置換フェノール；１－ナフトール
、２－ナフトール等の縮合多環式フェノール；レゾルシン、アルキルレゾルシン、ピロガ
ロール、カテコール、アルキルカテコール、ハイドロキノン、アルキルハイドロキノン、
フロログルシン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、ジヒドロキ
シナフタリン等の多価フェノール等が挙げられる。これらは、１種類のみで用いることも
２種以上併用することもできる。また、これらの中でも、汎用性が高く、硬化性に優れる
ことから、フェノールが好ましい。
【００１５】
　前記アルデヒド又はその誘導体（ａ２）としては、例えば、ホルムアルデヒド、パラホ
ルムアルデヒド、トリオキサン、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ポリオキシ
メチレン、クロラール、ヘキサメチレンテトラミン、フルフラール、グリオキザール、ｎ
－ブチルアルデヒド、カプロアルデヒド、アリルアルデヒド、ベンズアルデヒド、クロト
ンアルデヒド、アクロレイン、テトラオキシメチレン、フェニルアセトアルデヒド、ｏ－
トルアルデヒド、サリチルアルデヒド等が挙げられる。これらは、１種類のみで用いるこ
とも２種以上併用することもできる。また、汎用性が高く、入手が容易であることから、
ホルムアルデヒドが好ましい。
【００１６】
　前記のフェノール又はその誘導体（ａ１）と、アルデヒド又はその誘導体（ａ２）とを
反応させる際にアルカリ性触媒を用いることが好ましい。アルカリ性触媒としては、例え
ば、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属の水酸化物；
カルシウム、マグネシウム、バリウム等のアルカリ土類金属の酸化物及び水酸化物；アン
モニア、モノエタノールアミン等の第１級アミン；ジエタノールアミン等の第２級アミン
；トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリエタノールアミン、ジアザビシクロウンデ
セン等の第３級アミン；炭酸ナトリウム、ヘキサメチレンテトラミン等のアルカリ性物質
等が挙げられる。これらは、１種類のみで用いることも２種以上併用することもできる。
また、これらのアルカリ性触媒の中でも、触媒活性に優れる点から、水酸化ナトリウム、
水酸化カリウム、水酸化バリウム、水酸化カルシウムが好ましい。なお、アルカリ性触媒
は、反応前に加えても、反応途中で加えても構わない。
【００１７】
　また、水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）を合成する際の、前記のフェノール又は
その誘導体（ａ１）と、アルデヒド又はその誘導体（ａ２）とのモル比［（ａ２）／（ａ
１）］は、反応生成物中に残存する未反応物量を低減し、発泡を抑制し、良好な硬化性が
得られることから、１～４の範囲が好ましく、１．５～３の範囲がより好ましい。
【００１８】
　前記ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）は、この構造中にウレタン結合を有する会合型増粘
剤である。このウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）の中でも、ポリオキシアルキレン（ｂ１）
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、ポリイソシアネート（ｂ２）、及び水酸基又はアミノ基と疎水性基とを有する化合物（
ｂ３）を反応させて得られたものが好ましい。
【００１９】
　前記ポリオキシアルキレン（ｂ１）は、例えば、アルキレンオキシドを開環重合させて
得られた下記一般式（１）で表される化合物が挙げられる。
【００２０】
【化１】

（上記式（１）中のＸは炭素原子数１～８のアルキレン基を表し、ｎは１以上の整数を表
す。）
【００２１】
　上記式（１）中のＸで表されるアルキレン基の具体例としては、下記の（Ｘ－１）～（
Ｘ－１３）等が挙げられる。また、アルキレン基中の炭素原子数は１～８の範囲が好まし
いが、２～４の範囲の範囲がより好ましい。さらに、ｎは４５～２７０の範囲が好ましい
が、９０～１８０の範囲がより好ましい。
【００２２】
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【化２】

【００２３】
　また、上記式（１）中のＸは、単一でも、２以上のものを組み合わせてもよく、前記ポ
リオキシアルキレン（ｂ１）は、単一の繰り返し単位を有するポリオキシアルキレンであ
っても、複数の繰り返し単位を有する共重合状のポリオキシアルキレンであっても構わな
い。共重合状のポリオキシアルキレンの場合は、ランダム状にあってもブロック状であっ
ても構わない。
【００２４】
　前記ポリオキシアルキレン（ｂ１）のより具体的な例としては、ポリエチレングリコー
ル、ポリプロピレングリコール、ポリ－１，２－ブチレングリコール、ポリ－１，３－ブ
チレングリコール、ポリ－１，４－ブチレングリコール等の単一の繰り返し単位を有する
ポリオキシアルキレン；ポリエチレングリコール・ポリプロピレングリコール、ポリエチ
レングリコール・ポリ－１，２－ブチレングリコール、ポリエチレングリコール・ポリ－
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１，３－ブチレングリコール、ポリエチレングリコール・ポリ－１，４－ブチレングリコ
ール、ポリプロピレングリコール・ポリ－１，２－ブチレングリコール、ポリプロピレン
グリコール・ポリ－１，３－ブチレングリコール、ポリプロピレングリコール・ポリ－１
，４－ブチレングリコール、ポリ－１，４－ブチレングリコール・ポリ－１，３－ブチレ
ングリコール、ポリプロピレングリコール・ポリ－１，３－プロピレングリコール、ポリ
－１，３－ブチレングリコール・ポリ－１，３－プロピレングリコール、ポリ－１，３－
プロピレングリコール・ポリ－１，４－ブチレングリコール等の２種類の繰り返し単位を
有し、かつそれらがブロック状に結合したポリオキシアルキレン；ポリ（エチレングリコ
ール・プロピレングリコール）、ポリ（エチレングリコール・１，２－ブチレングリコー
ル）、ポリ（エチレングリコール・１，３－ブチレングリコール）、ポリ（エチレングリ
コール・１，４－ブチレングリコール）、ポリ（プロピレングリコール・１，２－ブチレ
ングリコール）、ポリ（プロピレングリコール・１，３－ブチレングリコール）、ポリ（
プロピレングリコール・１，４－ブチレングリコール）、ポリ（１，４－ブチレングリコ
ール・１，３－ブチレングリコール）、ポリ（プロピレングリコール・１，３－プロピレ
ングリコール）、ポリ（１，３－ブチレングリコール・１，３－プロピレングリコール）
、ポリ（１，３－プロピレングリコール・１，４－ブチレングリコール）等の２種類の繰
り返し単位を有し、かつそれらがランダム状に結合したポリオキシアルキレンなどが挙げ
られる。これらの中でも、ポリエチレングリコールが好ましい。
【００２５】
　前記ポリオキシアルキレン（ｂ１）の重量平均分子量は、２，０００～１２，０００の
範囲が好ましく、５，０００～１０，０００の範囲がより好ましい。なお、この重量平均
分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて、下記の測定条件で測定した
ものである。また、他のものの重量平均分子量も同様の条件で測定したものである。
【００２６】
［ＧＰＣの測定条件］
測定装置：東ソー株式会社製「ＨＬＣ－８２２０　ＧＰＣ」
カラム：東ソー株式会社製ガードカラム「ＨＨＲ－Ｈ」（６．０ｍｍＩ.Ｄ．×４ｃｍ）
＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ ＧＭＨＨＲ」（７．８ｍｍＩ.Ｄ．×３０ｃｍ）
＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ ＧＭＨＨＲ」（７．８ｍｍＩ.Ｄ．×３０ｃｍ）
＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ ＧＭＨＨＲ」（７．８ｍｍＩ.Ｄ．×３０ｃｍ）
＋東ソー株式会社製「ＴＳＫ－ＧＥＬ ＧＭＨＨＲ」（７．８ｍｍＩ.Ｄ．×３０ｃｍ）
検出器： ＥＬＳＤ（オルテック製「ＥＬＳＤ２０００」）
データ処理：東ソー株式会社製「ＧＰＣ－８０２０モデルＩＩバージョン４．１０」
測定条件：カラム温度４０℃
展開溶媒：テトラヒドロフラン
流速：１．０ｍｌ／分
試料：樹脂固形分換算で１．０質量％のテトラヒドロフラン溶液をマイクロフィルターで
ろ過したもの（１００μｌ）。
標準資料：前記「ＧＰＣ－８０２０モデルＩＩバージョン４．１０」の測定マニュアルに
準拠して、分子量が既知の下記単分散ポリスチレンを用いる。
【００２７】
（単分散ポリスチレン）
東ソー株式会社製「Ａ－５００」
東ソー株式会社製「Ａ－１０００」
東ソー株式会社製「Ａ－２５００」
東ソー株式会社製「Ａ－５０００」
東ソー株式会社製「Ｆ－１」
東ソー株式会社製「Ｆ－２」
東ソー株式会社製「Ｆ－４」
東ソー株式会社製「Ｆ－１０」
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東ソー株式会社製「Ｆ－２０」
東ソー株式会社製「Ｆ－４０」
東ソー株式会社製「Ｆ－８０」
東ソー株式会社製「Ｆ－１２８」
【００２８】
　前記ポリイソシアネート（ｂ２）は、２以上のイソシアネート基を有する化合物である
。このリイソシアネート（ｂ２）としては、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、
ペンタメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ヘプタメチレンジ
イソシアネート、オクタメチレンジイソシアネート、デカメチレンジイソシアネート、２
－メチル－１，５－ペンタンジイソシアネート、３－メチル－１，５－ペンタンジイソシ
アネート、ドデカメチレンジイソシアネート、２－メチルペンタメチレンジイソシアネー
ト、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチル
ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシ
アネート、ビスシクロヘキシルジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネ
ート、シクロヘキサンジイソシアネート、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、ジメ
チルシクロヘキサンジイソシアネート、テトラメチルシクロヘキサンジイソシアネート、
トリレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ビフェニレン－４，４’－ジ
イソシアネート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、４－クロロ－１，３
－フェニレンジイソシアネート、ナフタレン－１，５－ジイソシアネート、１，２，３，
４－テトラヒドロナフタレン－１，５－ジイソシアネート、トリジンジイソシアネート、
フェニレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネートトリマー、ヘキサメチレ
ンジイソシアネートビウレット、トリフェニルメタン－４，４’，４”－トリイソシアネ
ート等が挙げられる。これらは、１種類のみで用いることも２種以上併用することもでき
る。また、これらの中でも、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートが好ましい。
【００２９】
　前記ポリオキシアルキレン（ｂ１）とポリイソシアネート（ｂ２）との反応は、ウレタ
ン化触媒の存在下、常法により行うことができる。ここで使用し得るウレタン化触媒は、
具体的には、ピリジン、ピロール、トリエチルアミン、ジエチルアミン、ジブチルアミン
などのアミン類、トリフェニルホスフィン、トリエチルホスフィンなどのホフィン類、ジ
ブチル錫ジラウレート、オクチル錫トリラウレート、オクチル錫ジアセテート、ジブチル
錫ジアセテート、オクチル酸錫などの有機錫化合物、オクチル酸亜鉛などの有機金属化合
物が挙げられる。
【００３０】
　また、ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）を合成する際の、前記のポリオキシアルキレン（
ｂ１）とポリイソシアネート（ｂ２）との仕込み比率は、ポリオキシアルキレン（ｂ１）
が有する水酸基（ＯＨ）と、ポリイソシアネート（ｂ２）が有するイソシアネート基（Ｎ
ＣＯ）とのモル比［（ＮＣＯ）／（ＯＨ）］は、１～２の範囲がより好ましい。
【００３１】
　前記化合物（ｂ３）は、水酸基又はアミノ基と疎水性基とを有する化合物であるが、こ
れはウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）の末端を疎水性基とするために用いるものである。こ
の化合物（ｂ３）が有する疎水性基としては、分岐状又は直鎖状脂肪族アルコール、アル
キルアリールアルコール、脂肪族アミン、ポリアルキレングリコールモノアルキルエーテ
ル、ポリアルキレングリコールモノアルキルフェニルエーテル等が挙げられる。また、前
記化合物（ｂ３）の具体例としては、２－ブチル－１－オクタノール、２－ブチル－１－
デカノール、２－ヘキシル－１－オクタノール、２－ヘキシル１－デカノール、イソノニ
ルアルコール、イソデシルアルコール、イソウンデシルアルコール等の分岐状脂肪族アル
コール；１－ヘキサデカノール、１－テトラデカノール、１－ドデカノール、１－ウンデ
カノール、１－デカノール、１－ノナノール、１－オクタノール、１－ヘキサノール等の
直鎖状脂肪族アルコール；ノニルフェノール、トリスチリルフェノール等のアルキルアリ
ールアルコール；１－デシルアミン、１－オクチルアミン、１－ヘキシルアミン、ジオク
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チルアミン、ジヘキシルアミン等の脂肪族アミン；ポリエチレングリコールモノアルキル
エーテル（アルキル基の炭素原子数は８～２４）、ポリプロピレングリコールモノアルキ
ルエーテル（アルキル基の炭素原子数は８～２４）等のポリアルキレングリコールモノア
ルキルエーテル；ポリエチレングリコールモノアルキルフェニルエーテル（アルキル基の
炭素原子数は８～２４）、ポリプロピレングリコールモノアルキルフェニルエーテル（ア
ルキル基の炭素原子数は８～２４）等のポリアルキレングリコールモノアルキルフェニル
エーテルなどが挙げられる。
【００３２】
　前記化合物（ｂ３）は、上記のポリオキシアルキレン（ｂ１）及びポリイソシアネート
（ｂ２）の反応時に同時に加えても、ポリオキシアルキレン（ｂ１）及びポリイソシアネ
ート（ｂ２）の反応後に加えても構わない。また、ポリオキシアルキレン（ｂ１）及びポ
リイソシアネート（ｂ２）の反応で得られるポリウレタンに前記化合物（ｂ３）を導入す
るため、ポリオキシアルキレン（ｂ１）が有する水酸基（ＯＨ）のモル数より、ポリイソ
シアネート（ｂ２）が有するイソシアネート基（ＮＣＯ）のモル数を過剰になる仕込み量
とすることが好ましい。
【００３３】
　前記ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）の重量平均分子量は、１０，０００～１００，００
０の範囲が好ましく、３０，０００～８０，０００の範囲がより好ましい。
【００３４】
　本発明のフェノール樹脂組成物中の前記ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）の配合量は、前
記水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）１００質量部に対して、０．０１～３質量部の
範囲が好ましい。また、塗膜の平滑性が向上することから０．０５～１．５質量部の範囲
がより好ましい。
【００３５】
　本発明のフェノール樹脂組成物には、前記水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ）及び
ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ）以外に他の成分を配合しても構わない。本発明のフェノー
ル樹脂組成物に配合可能なものとしては、例えば、炭酸カルシウム、酸化ケイ素等の充填
剤、レベリング剤、消泡剤、有機溶剤、顔料分散剤、各種添加剤等が挙げられる。
【００３６】
　本発明の研磨布紙は、基材に砥粒を固定化する接着剤として用いて作製したものである
。研磨布紙の作製方法としては、紙、布等の基材に接着剤として本発明のフェノール樹脂
組成物を塗布し、砥粒を静電塗布又は重力塗布により基材に付着させて乾燥硬化して固定
した後、さらにその上から接着剤として本発明のフェノール樹脂組成物を塗布して製造す
る方法が挙げられる。
【００３７】
　本発明の研磨布紙に用いる基材としては、紙、布等が挙げられ、研磨布紙に用いる上で
充分な強度及び柔軟性を有するものが好ましい。
【００３８】
　本発明の研磨布紙に用いる砥粒としては、酸化アルミニウム、炭化ケイ素、ダイヤモン
ド等が挙げられる。これらの砥粒は、１種類のみで用いることも２種以上併用することも
できる。また、これらの砥粒とともに氷晶石、ホウフッ化カリウム等の研削助剤を用いて
も構わない。
【００３９】
　研磨組成物を基材に塗布後、研磨組成物中の水を乾燥し、樹脂を硬化させるために加熱
処理するが、その処理温度は、１００～１３０℃の範囲が好ましく、処理時間は３０～１
２０分が好ましい。
【００４０】
　また、研磨組成物の基材への塗布量は、乾燥硬化後で１００～５００ｇ／ｃｍ２の範囲
が好ましい。
【実施例】
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【００４１】
　以下に具体的な例を挙げて、本発明をさらに詳しく説明する。
【００４２】
（合成例１）
　攪拌機、温度計、冷却管を備えた４つ口のフラスコに、フェノール５００質量部及び３
７質量％ホルマリン７５０質量部を加えた。次いで、４８質量％水酸化ナトリウム水溶液
２０質量部を加え８０℃に昇温し、２時間反応した後、減圧蒸留を行い、不揮発分７５％
の水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ－１）を得た。
【００４３】
（合成例２）
　攪拌機、温度計、冷却管を備えた４つ口のフラスコに、ポリエチレングリコール（重量
平均分子量６，０００）１００質量部、トルエン１６０質量部及びジシクロヘキシルメタ
ンジイソシアネート５．５質量部を加えた。次いで、ジブチル錫ジラウレート０．１質量
部を加え８０℃に昇温し、２時間撹拌した。さらに、１－ヘキサデカノール２．４質量部
を加え、同温度で２時間撹拌した。減圧蒸留を行った後、ブチルセロソルブ１０８質量部
、イオン交換水３２４質量部加え、ウレタン系会合型増粘剤（Ｂ－１）を得た。このウレ
タン系会合型増粘剤（Ｂ－１）の重量平均分子量は、５１，０００であった。
【００４４】
　上記で得られた水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ－１）及びウレタン系会合型増粘
剤（Ｂ－１）を用いて、フェノール樹脂組成物（１）～（３）を下記の通り調製した。
【００４５】
（実施例１）
　合成例１で得られた水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ－１）１００質量部に、合成
例２で得られたウレタン系会合型増粘剤（Ｂ－１）０．５質量部を加えて均一に混合し、
フェノール樹脂組成物（１）を得た。
【００４６】
（比較例１）
　実施例１で加えたウレタン系会合型増粘剤（Ｂ－１）を加えず、水溶性レゾール型フェ
ノール樹脂（Ａ－１）のみをフェノール樹脂組成物（２）とした。
【００４７】
（比較例２）
　合成例１で得られた水溶性レゾール型フェノール樹脂（Ａ－１）１００質量部に、プロ
ピレングリコール５質量部及び消泡剤（Ｃｉｂａ社製「ＥＦＫＡ　２５５０」）０．５質
量部を加えて均一に混合し、フェノール樹脂組成物（３）を得た。
【００４８】
［評価用組成物の調製］
　上記で調製したフェノール樹脂組成物（１）～（３）１００質量部に、炭酸カルシウム
１００質量部及び水１０質量部を加えて均一に混合して、評価用組成物を調製した。
【００４９】
［評価用塗膜の作製］
　上記で得られた評価用組成物を厚紙上にアプリケーターで乾燥硬化後の塗布量が２５０
ｇ／ｃｍ２となる量を塗布し、１２０℃で３０分間乾燥硬化して評価用の塗膜を得た。
【００５０】
［耐発泡性の評価］
　上記で作製した評価用塗膜を目視で観察し、下記の基準にしたがって耐発泡性を評価し
た。
○：発泡なし。
△：わずかに発泡あり。
×：多くの発泡あり。
【００５１】
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［光沢値の評価］
　上記で作製した評価用塗膜の表面の６０度鏡面反射率を、光沢計（日本電色工業株式会
社製「ＶＧ２０００」）を用いて測定して光沢値を求めた。
【００５２】
［タック性の評価］
　上記で作製した評価用塗膜の表面のベタ付きを指触により、下記の基準にしたがって評
価して、タック性の評価とした。
○：ベタ付きなし。
×：ベタ付きあり。
【００５３】
　実施例１及び比較例１～２で得られたフェノール樹脂組成物（１）～（３）を用いた各
評価の結果を表１に示す。
【００５４】
【表１】

【００５５】
　表１に示した評価結果から、実施例１で得られた本発明のフェノール樹脂組成物（１）
は、乾燥硬化させるために加熱処理しても発泡が抑制され、光沢も高い良好な塗膜が得ら
れた。また、タック性も良好で、非常に優れた研磨布紙用の接着剤として好適に用いるこ
とができることが分かった。
【００５６】
　一方、何も添加せず水溶性レゾール型フェノール樹脂のみで評価した比較例１のものは
発泡が多く、光沢値も低い結果となった。また、高沸点溶剤及び消泡剤を添加した比較例
２のものは、発泡は若干抑制されるものの光沢値は低く、研磨布紙用の接着剤としては充
分な物性ではないことが分かった。
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